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１７５
 　　地方都市の地域防災をどう維持
する巻頭言
長崎大学
高　橋　和　雄
助員を島嶼部のみならず県下で万遍なく養成し，認定者が異常を発見した場合にはスマー
トフォンなどにより長崎大学経由で確認後に道路管理者に通報している。地方の道路を市
民参加で守るという発想である。さらに，２０１４年から長寿命化対策に当たる市町の土木系
技術職員に特化した研修も開始した。また，人が近づけない橋梁の点検にUAV（無人航空
機）を活用して，光計測によりひび割れ幅などを検出できる技術を確立している。これら
のシステムを応用すれば，災害予防対策や災害応急対策に活用できると考えている。既に
いくつかの都道府県建設業協会では，建設業の職員が災害時の道路などの被害を画像で管
理者に送信するシステムが運用中か試行段階になっている。
　著者に解決策があるわけではないが，これまでの調査やインフラ長寿命化対策の例も含
めてこれからの地方都市の地域防災の維持で考えられることを列挙したい。
１．巨大地震や津波対策に比べると，発生頻度が高く，かつ今後巨大化が懸念される風水
害に対する対策や市町村に対する支援が相対的に手数になっている。市町村が活用できる
支援制度の創設が望まれる。特に，災害時に情報伝達が確実な手段である市町村防災行政
無線のデジタル化や合併旧市町を含めたシステムの一本化の促進は急務である。
２．小規模な自治体の防災担当職員が他の業務と兼務で，専門的知識が少ない中で災害対
策に当たっている現状から，２日間程度の地域防災に関する着任者研修制度の創設して欲
しい。さらに，自主防災組織内に複数の防災士などを配置することも有効と考える。
３．自治体の土木職員の技術力が新設工事の減少や自治体内の災害の減少に伴って低下し
ている現状から，国土交通省のTEC FORCEの災害派遣に同行させるか，国土交通省地
方整備局単位でのTEC FORCE派遣経験者による土木職員の研修などの手当ても必要で
ある。
４．専門的知識と重機の保有，地元精通度が高い地場の建設業を災害予防・災害応急対策
に活用する。現在の水防団の活動範囲を広げる観点で，民地の危険地の点検・見回り，家
屋の浸水対策，地震直後の家屋の調査などに充てる。複数の建設業が地域の指定管理者と
して災害対応に当たる仕組みが適切と考える。この提案は，朝日新聞の「私の視点」（２０１０
年７月１８日）や土木学会論文集F６（安全問題Vol.６７，No.２，２０１１）で公表済みであるが，幾
つかの地方議会から問い合わせがあったものの，まだ実現していない。
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